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本商品は、アクサ生命保険株式会社を引受保険会社とする生命保険商品です。預金ではありません。
そのため、預金とは異なり元本保証はありません。本商品のリスクや費用については本資料巻末に記載して
いますので、必ずご確認ください。また、本商品のご検討にあたっては、「契約締結前交付書面(契約概要/
注意喚起情報)」「ご契約のしおり・約款」「特別勘定のしおり」をご覧ください。
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■ 当資料は、特別勘定の運用実績等をご契約者さまへお知らせするための資料であり、生命保険契約の募集および
    投資信託の勧誘を目的としたものではありません。また、予告なしに当資料の内容が変更、廃止される場合があり
    ますのであらかじめご了承ください。
■ アクサ生命は、「運用環境の主な状況」などを信頼できると考えられる情報に基づき作成しておりますが、その正確性・
    完全性については、これを保証するものではありません。また、「運用実績・状況」に係る内容はいかなるものも過去の
    実績であり、将来の運用成果を示唆あるいは保証するものではありません。

！ 



特別勘定の種類

キャピタル世界株式ファンドVA

（適格機関投資家用）

キャピタル・
インターナショナル

株式会社

マザーファンド受益証券への投資を通じて、投資スタイル
の分散を図り、主として日本の株式を投資対象に信託財
産の長期的な成長を図ることを目標に積極的な運用を行
います。バリュー株（割安株）及びグロース株（成長株）へ
の投資配分は、５０％程度ずつを基本とし、一定の規律に

従いリバランス＊1を行います。

アクサ ＩＭ・グローバル
（日本除く）株式ファンド
〈適格機関投資家私募〉

アクサ・
インベストメント・
マネージャーズ

株式会社

適格機関投資家私募
アライアンス・バーンスタイン・

ジャパン・スタイル・
ブレンド・ファンド－２

適格機関投資家私募
アライアンス・バーンスタイン・

グローバル・ボンド・ファンド－３

アライアンス・
バーンスタイン

株式会社

アクサ ローゼンバーグ・
日本円マネー・プール・

ファンド（B）
〈適格機関投資家私募〉

アクサ・
インベストメント・
マネージャーズ

株式会社

アライアンス・バーンスタイン・
オーストラリア債券ファンド
（適格機関投資家専用）

アライアンス・
バーンスタイン

株式会社
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マザーファンド受益証券への投資を通じて、主として世界
各国の投資適格債（ＢＢＢ格以上）を投資対象に分散投資
と投資対象証券の相対的投資価値分析を基本として、信
託財産の長期的な成長を図ることを目標に積極的な運用
を行います。実質組入外貨建資産については、原則として
為替ヘッジは行いません。

＊1　「リバランス」とは、当初決定した基本資産配分に向けて調整することをいいます。

※特別勘定の種類、運用方針および委託会社等の運用協力会社は、法令等の改正または効率的な資産運用が困難になる等の理由により、
　　変更されることがあります。なお、委託会社等の運用協力会社については、運用成績の悪化等、当社がお客さまの資産運用にふさわしく
    ないと判断した場合、変更させていただくことがあります。
※特別勘定には、各種支払等に備え、一定の現金、預金等を保有することがあります。
※「金融市場型」は株価、債券価格、為替等の変動の影響を受ける可能性が低いことを想定した特別勘定です。ただし、低金利環境下
    （マイナス金利を含む）では、「金融市場型」の積立金の増加が期待できないだけでなく、諸費用の控除等により積立金が減少することも
    ありますのでご注意ください。

特別勘定名 運用方針

主として国内外の株式及び債券を主要投資対象とする投資信託に投資することにより、中長期的に安定した投資成果を目標と
して運用を行います。実質組入外貨建資産の為替変動リスクに対するヘッジは原則として行いません。

基本資産配分は、日本株式２０％、外国株式２０％、日本債券３０％、外国債券３０％とし、一定の規律に従いリバランス
＊1

を行
います。

主として国内外の株式及び債券を主要投資対象とする投資信託に投資することにより、中長期的に安定した投資成果を目標と
して運用を行います。実質組入外貨建資産の為替変動リスクに対するヘッジは原則として行いません。

基本資産配分は、日本株式２５％、外国株式３５％、日本債券２０％、外国債券２０％とし、一定の規律に従いリバランス
＊1

を行
います。

投資信託の運用方針

主としてわが国の証券取引所に上場されている株式に投
資を行い、わが国の株式市場全体の長期的成長をとらえ
ることを目標に、TOPIX（東証株価指数　配当込）に連動す
る投資成果を目指して運用を行います。

ＪＤＦインデックス・
ファンド国内株式F

（適格機関投資家専用）

ブラックロック・
ジャパン
株式会社

主な運用対象の投資信託特別勘定名 投資信託の委託会社

マザーファンドの受益証券への投資を通じて日本を除く世
界各国の金融商品取引所上場株式への投資を行い、信
託財産の中長期的な成長を目指します。外貨建資産につ
いては、原則として為替ヘッジを行いません。

マザーファンド受益証券への投資を通じて、世界各国の株
式などを主な投資対象とする投資信託証券、ならびにわが
国の公社債・金融商品を主な投資対象とする投資信託証
券に投資を行ない、信託財産の中長期的な成長をめざし
ます。

マザーファンド受益証券への投資を通じて、中長期的に新
興国の株式市場の動きに連動した投資成果の獲得をめざ
して運用を行うことを基本とします。外貨建資産について
は、ベンチマークとの連動性を維持することを目的とする
場合を除き、原則として為替ヘッジを行いません。

アライアンス・
バーンスタイン

株式会社

エマージング株式
インデックス・ファンド

＜適格機関投資家限定＞

ステート・ストリート・
グローバル・

アドバイザーズ
株式会社

マザーファンド受益証券への投資を通じて、主としてオース
トラリア・ドル建の国債、州政府債、国際機関債および事業
債などの公社債に投資することにより、安定した収益の確
保と信託財産の着実な成長をめざして運用を行います。実
質組入外貨建資産については、原則として為替ヘッジを行
いません。

マザーファンド受益証券への投資を通じて、実質的に、主
として円建ての短期公社債や短期金融商品に投資し、安
定した収益の確保をめざします。

安定成長 

バランス型 

積極運用 

バランス型 

日本株式型 

日本株式 

プラス型 

外国株式 

プラス型 

世界株式 

プラス型 

新興国株式型 

世界債券 

プラス型 

オーストラリア 

債券型 

金融市場型 



運用環境の主な状況 （2019年11月末現在）

■ 日本株式市場

■ 外国株式市場

■ 日本債券市場

■ 外国債券市場

■ 外国為替市場

※上記の内容は過去の実績であり、将来の運用成果を示唆あるいは保証するものではありません。 2/16

　TOPIX（東証株価指数）は上昇し、前月末比＋1.94%の1,699.36ポイントで終えました。上旬は、米中通商協議の
進展に対する期待感などに伴う米国株式市場の上昇、円安米ドル高などを受けて日本株式市場は上昇して始ま
りました。中旬は、米中通商協議の先行き不透明感や中国経済指標の下振れなどを背景に下落する場面もあり
ましたが、月末にかけては、米中閣僚級協議の継続が合意されたことや堅調な米経済指標などを受けて日本株
式市場は上昇傾向で推移しました。

　日本の小型株式市場も上昇しました。

　米国株式市場は上昇し、NYダウ工業株30種は前月末比＋3.72%の28,051.41ドルで終えました。月前半は、米経
済指標の予想以上の改善や米中通商協議の進展に対する期待感などを背景に上昇しました。月後半は、米中
通商協議の先行き不透明感が重しとなる場面がありましたが、月末にかけては、堅調な米経済指標などを要因
に上昇しました。
　
　欧州株式市場は、前月末比、独DAX指数＋2.87%、仏CAC40指数＋3.06%となりました。月前半は、米中通商協
議の進展に対する期待感やドイツの景気指数の予想以上の改善などを背景に上昇しました。月後半は、米中通
商関係の先行き不透明感などを受けて欧州株式市場は下落する場面もありましたが、月末にかけては欧州景気
指標の改善などを受けて堅調に推移しました。

　新興国株式市場は上昇しました。先進国リート市場は下落しました。

　10年国債の金利は上昇（価格は下落）し、月末には－0.080%となりました（前月末－0.150%）。上旬は、米国長期
金利の上昇に連れて国内の長期金利も上昇しましたが、中旬にかけては、米中通商協議の先行き不透明感など
を背景に国内の長期金利は低下（価格は上昇）しました。下旬は、ほぼ横ばいで推移しました。前月末比では日
本債券市場は金利が上昇しました。

　米国債券市場では10年国債の金利は上昇（価格は下落）し、月末には1.776%となりました（前月末1.691%）。上
旬は、米経済指標の予想以上の改善や米中通商協議の進展に対する期待感などを背景に金利は上昇しました
が、中旬は、FRB（連邦準備制度理事会）が現行の金融政策の継続を示唆したことから当面低金利が続くとの見
方が広がったことや、米中通商協議を巡る不透明感などを受けて金利は低下（価格は上昇）しました。月末にか
けては、ほぼ横ばいで推移しました。前月末比では米国債券市場は金利が上昇しました。
　米国ハイ・イールド債券市場は価格が上昇しました。
　
　欧州債券市場では独10年国債の金利は上昇し、月末には－0.360%となりました（前月末－0.407%）。上旬は、米
中通商協議の進展に対する期待感などを背景に金利は上昇しましたが、中旬は、米中通商協議を巡る不透明感
などを受けると米国の長期金利の低下に連れて欧州の長期金利も低下しました。月末にかけては、ほぼ横ばい
で推移しました。前月末比では欧州債券市場は金利が上昇しました。

　米ドル/円相場は円安米ドル高となり、月末は前月末比＋0.68円の109.56円となりました。上旬は、米中通商協
議の進展に対する期待感などを背景に円安米ドル高が進みましたが、中旬は、米中通商協議の先行き不透明感
などを受けて円高米ドル安となりました。月末にかけては、米中閣僚級協議の継続が合意されたことや堅調な米
経済指標などを受けて円安米ドル高が進みました。
　
　ユーロ/円相場は円高ユーロ安となり、月末は前月末比－0.87円の120.59円となりました。月前半は、月央にか
けて、米中通商協議の先行き不透明感などを受けて円高ユーロ安基調で推移しました。月末にかけては、米ドル
/円相場が円安傾向で進行したことなどを背景に、ユーロ/円相場も円安ユーロ高基調で推移しました。前月末比
では円高ユーロ安となりました。



特別勘定の運用実績・状況

■ 特別勘定のユニット・プライスの推移 　　※特別勘定のユニット・プライスは特別勘定で利用している投資信託の基準価額とは異なります。

※ユニット・プライスとは、特別勘定の運用実績を把握するための便宜上の参考値で、各特別勘定設定日の前日の値を「100」として指数化
　 したものです。
※騰落率は、当月末における、上記各期間のユニット・プライスの変動率を表しています。
※各特別勘定のユニット・プライスは、アクサ生命ホームページにて各営業日にご確認いただけます。

■ 特別勘定資産の内訳　千円単位

※各特別勘定で利用している国内投資信託は、いずれも「その他有価証券」の項目に含まれています。
※金額の単位未満は切捨てとしました。また、比率については小数点第ニ位を四捨五入しています。

※上記の内容は過去の実績であり、将来の運用成果を示唆あるいは保証するものではありません。

2,331,298 100.0 448,148 100.0
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96.0 404,260 90.2

合計 18,761,063 100.0 5,707,576 100.0 5,303,645 100.0

43,888 9.8

その他有価証券 17,886,454 95.3 5,463,150 95.7 5,090,378 96.0 2,237,023

%

現預金・その他 874,609 4.7 244,426 4.3 213,266 4.0 94,274 4.0

金融市場型

金額 % 金額 % 金額 % 金額 % 金額

100.0 7,495,630 100.0 47,375,794 100.0

世界株式プラス型 新興国株式型 世界債券プラス型 オーストラリア債券型

合計 15,737,856 100.0 38,937,652 100.0 698,215

668,643 95.8 7,202,726 96.1 45,506,520 96.1

4.2 292,904 3.9 1,869,273 3.9

その他有価証券 15,077,560 95.8 37,374,870 96.0

現預金・その他 660,295 4.2 1,562,782 4.0 29,572

金額 % 金額 % 金額 %

安定成長バランス型 積極運用バランス型 日本株式型 日本株式プラス型 外国株式プラス型

金額 % 金額 %

△ 1.69 △ 2.60 △ 4.40

△ 0.57 △ 0.53 △ 0.41
金融市場型 2009/2/1 95.60 △ 0.07 △ 0.30 △ 0.56

2.05 － △ 6.06

0.68 － △ 1.35
オーストラリア債券型 2015/5/1 93.93 △ 0.53 1.62 △ 0.90

4.26 △ 3.33 45.21

1.40 △ 0.67 3.50
世界債券プラス型 2009/2/1 145.20 △ 0.15 2.43 2.24

21.41 － △ 3.20

6.68 － △ 0.71
新興国株式型 2015/5/1 96.79 1.19 6.73 2.83

－ － 12.74

－ － 6.77
世界株式プラス型 2018/2/1 112.74 3.91 12.06 13.51

33.36 26.78 219.87

10.07 4.86 11.33
外国株式プラス型 2009/2/1 319.87 3.74 11.49 10.16

13.31 19.05 136.99

4.25 3.55 8.29
日本株式プラス型 2009/2/1 236.99 1.37 11.46 1.34

－ － △ 2.56

－ － △ 1.40
日本株式型 2018/2/1 97.44 1.80 12.54 3.48

16.16 14.94 115.80

5.12 2.82 7.36
積極運用バランス型 2009/2/1 215.80 1.57 7.51 5.13

11.38 9.53 82.98

3.66 1.84 5.73

1年 3年 5年 設定来

安定成長バランス型 2009/2/1 182.98 0.90 5.55 4.12

(2019年11月末現在)

特別勘定名
特別勘定 ユニット・プライス 騰落率（%） ※3年/5年/設定来の下段は年換算

設定日 2019年11月末 1ヶ月 6ヶ月
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420 安定成長

バランス型

積極運用

バランス型

日本株式型 日本株式

プラス型

外国株式

プラス型
世界株式

プラス型

新興国

株式型

世界債券

プラス型

オーストラリア

債券型

金融

市場型



安定成長バランス型

■ 特別勘定の運用方針

■ 特別勘定資産の内訳

積極運用バランス型

■ 特別勘定の運用方針

■ 特別勘定資産の内訳
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日本債券 日本債券インデックス・ファンドＶＡ２＜適格機関投資家限定＞ 18.8 P.13

外国債券 外国債券インデックス・ファンドＶＡ２＜適格機関投資家限定＞ 18.9 P.14

日本株式 適格機関投資家私募 アライアンス・バーンスタイン・ジャパン・スタイル・ブレンド・ファンド－２ 23.9 P.6

外国株式 アクサ ＩＭ・グローバル（日本除く）株式ファンド 〈適格機関投資家私募〉 34.3 P.7

主として国内外の株式及び債券を主要投資対象とする投資信託に投資することにより、中長期的に安定した投資成果を目標として運用を
行います。実質組入外貨建資産の為替変動リスクに対するヘッジは原則として行いません。

基本資産配分は、日本株式２５％、外国株式３５％、日本債券２０％、外国債券２０％とし、一定の規律に従いリバランス＊1を行います。

銘柄 % 参照頁

現預金・その他 4.0 －

外国債券 外国債券インデックス・ファンドＶＡ２＜適格機関投資家限定＞ 28.7 P.14

(2019年11月末現在)

外国株式 アクサ ＩＭ・グローバル（日本除く）株式ファンド 〈適格機関投資家私募〉 19.7 P.7

日本債券 日本債券インデックス・ファンドＶＡ２＜適格機関投資家限定＞ 28.4 P.13

現預金・その他 4.2 －

日本株式 適格機関投資家私募 アライアンス・バーンスタイン・ジャパン・スタイル・ブレンド・ファンド－２ 19.0 P.6

(2019年11月末現在)

主として国内外の株式及び債券を主要投資対象とする投資信託に投資することにより、中長期的に安定した投資成果を目標として運用を
行います。実質組入外貨建資産の為替変動リスクに対するヘッジは原則として行いません。

基本資産配分は、日本株式２０％、外国株式２０％、日本債券３０％、外国債券３０％とし、一定の規律に従いリバランス＊1を行います。

銘柄 % 参照頁



日本株式型

［ご参考　主な投資対象とする投資信託の運用実績・状況］

ＪＤＦインデックス・ファンド国内株式Ｆ（適格機関投資家専用）
ブラックロック・ジャパン株式会社

■ 投資信託の特徴

■ 純資産総額 ■ 設定日 ■ 基準価額・ベンチマーク（BM）騰落率　表示桁数未満四捨五入

■ ベンチマーク

TOPIX（東証株価指数　配当込）

■ 基準価額の推移

■ 株式組入上位10銘柄 銘柄数: 2,120 ■ 株式組入上位5業種

■ 市場別構成比率(%)

(2019年11月末現在)

主としてわが国の証券取引所に上場されている株式に投資を行い、わが国の株式市場全体の長期的成長をとらえることを
目標に、ベンチマークに連動する投資成果を目指して運用を行います。
マザーファンド受益証券の組入比率は、原則として高位を維持することを基本とします。

132 億円 2006年4月25日 % 1ヶ月 3ヶ月 6ヶ月 1年 3年 設定来

基準価額 1.94 13.45 13.61 4.38 23.53 27.78

30.11

差異 0.00 △0.05 △0.12 △0.16 △0.20 △2.33

BM 1.94 13.50 13.73 4.54 23.73

※基準価額の推移および騰落率は、分配金（税引前）を再投資したものとして計算しています。また、投資信託の騰落率と実際の投資家利回りとは異な
ります。
※TOPIXに関する著作権等の知的財産権その他一切の権利は東京証券取引所に帰属します。

※設定日を10,000として指数化しています。（税引前分配金再投資）

銘柄 業種 % 業種 %

13.91

2 ソニー 電気機器 1.78 2 情報・通信業 8.38

1 トヨタ自動車 輸送用機器 3.47 1 電気機器

7.66

4 武田薬品 医薬品 1.51 4 化学 6.99

3 三菱ＵＦＪフィナンシャルＧ 銀行業 1.60 3 輸送用機器

8 三井住友フィナンシャルＧ 銀行業 1.11

9 リクルートホールディングス サービス業 1.11

5.88

6 キーエンス 電気機器 1.39

7 ソフトバンクグループ 情報・通信業 1.35

5 日本電信電話 情報・通信業 1.48 5 医薬品

※「株式組入上位10銘柄」「株式組入上位5業種」「市場別構成比率」はマザーファンドの純資産総額を100%として計算したものです。
※現金等には株式先物を含みます。

※上記の内容は、ご参考情報として運用会社からの情報を提供するものであり、アクサ生命は内容について一切の責任を負いません。
※資料中の運用実績に関するいかなる内容も過去の実績であり、将来の運用成果を示唆あるいは保証するものではありません。
※特別勘定資産は、投資信託を利用している部分の他に、保険契約の異動等に備える部分（現金等）を加えて構成されています。
   後者の部分については、 利用する投資信託の委託会社の裁量の範囲外となります。 5/16

東京証券取引所第一部 97.85

10 任天堂 その他製品 1.07 現金等 2.15



日本株式プラス型

［ご参考　主な投資対象とする投資信託の運用実績・状況］

適格機関投資家私募 アライアンス・バーンスタイン・ジャパン・スタイル・ブレンド・ファンド－２
アライアンス・バーンスタイン株式会社

■ 投資信託の特徴

■ 純資産総額 ■ 設定日 ■ 基準価額・ベンチマーク（BM）騰落率　表示桁数未満四捨五入

■ ベンチマーク

TOPIX（東証株価指数　配当込）

■ 基準価額の推移

■ 株式組入上位10銘柄 銘柄数: 98 ■ 株式組入上位5業種(%)

■ 市場別構成比率(%)

(2019年11月末現在)

マザーファンド受益証券への投資を通じて、投資スタイルの分散を図り、主として日本の株式を投資対象に信託財産の長期
的な成長を図ることを目標に積極的な運用を行います。バリュー株（割安株）及びグロース株（成長株）への投資配分は、

５０％程度ずつを基本とし、一定の規律に従いリバランス＊1を行います。

195 億円 2009年1月8日 % 1ヶ月 3ヶ月 6ヶ月 1年 3年 設定来

基準価額 1.48 12.83 12.31 1.88 15.92 127.37

149.00

差異 △ 0.46 △ 0.67 △ 1.41 △ 2.67 △ 7.82 △ 21.63

BM 1.94 13.50 13.73 4.54 23.73

※基準価額の騰落率は、分配金（税引前）を再投資したものとして計算しています。また、実際の投資家利回りとは異なります。
※TOPIXに関する著作権等の知的財産権その他一切の権利は東京証券取引所に帰属します。

※設定日を10,000として指数化しています。（税引前分配金再投資）

銘柄 業種 % 1 電気機器 16.28

11.58

2 任天堂 その他製品 3.10 3 銀行業 6.57

1 日本電信電話 情報・通信業 4.21 2 情報・通信業

5 三井住友フィナンシャルグループ 銀行業 2.31

6 リクルートホールディングス サービス業 2.24

6.30

4 富士通 電気機器 2.32 5 サービス業 5.96

3 三菱UFJフィナンシャル・グループ 銀行業 2.89 4 化学

東京証券取引所第一部 96.89

9 JXTGホールディングス 石油・石炭製品 2.11 その他の市場 0.61

7 村田製作所 電気機器 2.21

8 アステラス製薬 医薬品 2.15

※「株式組入上位10銘柄」「株式組入上位5業種」「市場別構成比率」は、純資産総額を100％として計算したものです。

※上記の内容は、ご参考情報として運用会社からの情報を提供するものであり、アクサ生命は内容について一切の責任を負いません。
※資料中の運用実績に関するいかなる内容も過去の実績であり、将来の運用成果を示唆あるいは保証するものではありません。
※特別勘定資産は、投資信託を利用している部分の他に、保険契約の異動等に備える部分（現金等）を加えて構成されています。
   後者の部分については、 利用する投資信託の委託会社の裁量の範囲外となります。 6/16

10 三菱商事 卸売業 2.08 現金等 2.50
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外国株式プラス型

［ご参考　主な投資対象とする投資信託の運用実績・状況］

アクサ ＩＭ・グローバル（日本除く）株式ファンド 〈適格機関投資家私募〉
アクサ・インベストメント・マネージャーズ株式会社

■ 投資信託の特徴

■ 純資産総額 ■ 設定日 ■ 基準価額・ベンチマーク（BM）騰落率　表示桁数未満四捨五入

■ ベンチマーク

MSCIコクサイ指数（配当込み／グロス／日本円換算）

■ 基準価額の推移

■ 株式組入上位10銘柄 銘柄数：397 ■ 株式組入上位5カ国（%）

■ 株式組入上位5業種（%）

(2019年11月末現在)

マザーファンドの受益証券への投資を通じて日本を除く世界各国の金融商品取引所上場株式への投資を行い、信託
財産の中長期的な成長を目指します。外貨建資産については、原則として為替ヘッジを行いません。

620 億円 2015年3月23日 % 1ヶ月 3ヶ月 6ヶ月 1年 3年 設定来

基準価額 3.98 11.87 12.14 11.09 37.73 26.56

34.27

差異 0.29 1.15 △1.30 △0.63 △4.25 △7.71

BM 3.68 10.72 13.44 11.71 41.98

※基準価額の騰落率は、分配金（税引前）を再投資したものとして計算しています。また、実際の投資家利回りとは異なります。
※MSCIコクサイ指数に関する著作権、知的所有権その他一切の権利は、MSCI Inc.に帰属します。

※設定日を10,000として指数化しています。(税引前分配金再投資）

銘柄 国名 業種 % 1 アメリカ 66.14

イギリス 5.11

2 MICROSOFT CORP アメリカ ソフトウェア・サービス 2.57 3 カナダ 3.67

1 APPLE INC. アメリカ テクノロジー・ハードウェア 2.72 2

オーストラリア 3.20

4 FACEBOOK INC. アメリカ メディア・娯楽 1.65 5 フランス 3.14

3 ALPHABET INC-CL A アメリカ メディア・娯楽 1.66 4

5 AMAZON.COM INC. アメリカ 小売 1.52

6 JPMORGAN CHASE & CO. アメリカ 銀行 1.51

7 VISA INC. アメリカ ソフトウェア・サービス 1.29

8 AT&T INC. アメリカ 電気通信サービス 1.15 1 ソフトウェア・サービス 11.70

9 INTEL CORP アメリカ 半導体・半導体製造装置 1.11 2 医薬品・バイオテクノ・ライフ 7.80

10 VERIZON COMMUNICATIONS INC. アメリカ 電気通信サービス 1.10 3 資本財 7.34

※ 「株式組入上位10銘柄」 「株式組入上位5ヵ国」「株式組入上位5業種」はマザーファンドの状況で、純資産総額を100％として計算したもの
です。

※上記の内容は、ご参考情報として運用会社からの情報を提供するものであり、アクサ生命は内容について一切の責任を負いません。
※資料中の運用実績に関するいかなる内容も過去の実績であり、将来の運用成果を示唆あるいは保証するものではありません。
※特別勘定資産は、投資信託を利用している部分の他に、保険契約の異動等に備える部分（現金等）を加えて構成されています。
   後者の部分については、 利用する投資信託の委託会社の裁量の範囲外となります。 7/16

4 メディア・娯楽 6.12

5 銀行 5.92



世界株式プラス型

［ご参考　主な投資対象とする投資信託の運用実績・状況］

キャピタル世界株式ファンドＶＡ（適格機関投資家用）
キャピタル・インターナショナル株式会社

■ 投資信託の特徴

■ 純資産総額 ■ 設定日 ■ 基準価額騰落率　表示桁数未満四捨五入

■ ベンチマーク

なし

■ 基準価額の推移

■ 株式組入上位10銘柄 銘柄数:291 ■ 株式組入上位5カ国（%）

■ 株式組入上位5業種（%）

(2019年11月末現在)

マザーファンド受益証券への投資を通じて、世界各国の株式などを主な投資対象とする投資信託証券、ならびにわが国の公
社債・金融商品を主な投資対象とする投資信託証券に投資を行ない、信託財産の中長期的な成長を目指します。
※　マザーファンドは、主としてルクセンブルク籍円建外国投資信託証券｢キャピタル･グループ･ニューパースペクティブ･ファ
ンド(LUX)(クラスC)｣に投資を行ないます｡

183 億円 2016年12月9日 % 1ヶ月 3ヶ月 6ヶ月 1年 3年 設定来

基準価額 4.27 10.84 12.70 15.10 - 44.43

※基準価額の騰落率は、分配金（税引前）を再投資したものとして計算しています。また、実際の投資家利回りとは異なります。

※設定日を10,000として指数化しています。　　 (税引前分配金再投資）

銘柄 国名 業種 % 1 米国 52.84

フランス 6.73

2 FACEBOOK 米国 コミュニケーション・サービス 2.90 3 日本 5.33

1 AMAZON 米国 一般消費財・サービス 3.11 2

英国 4.58

4 TSMC 台湾 情報技術 2.39 5 オランダ 3.90

3 MICROSOFT 米国 情報技術 2.73 4

5 ALPHABET 米国 コミュニケーション・サービス 2.00

6 MASTERCARD INC 米国 情報技術 1.91

7 ASML オランダ 情報技術 1.88

8 JPMORGAN CHASE 米国 金融 1.79 1 情報技術 22.21

9 BROADCOM 米国 情報技術 1.77 2 一般消費財・サービス 14.45

10 VISA 米国 情報技術 1.50 3 ヘルスケア 12.81

※ 「株式組入上位10銘柄」「株式組入上位5ヵ国」「株式組入上位5業種」は｢キャピタル･グループ･ニューパースペクティブ･ファンド(LUX)

    (クラスC)｣の資産状況で、純資産総額を100％として計算したものです。
※業種についてはGICS分類に基づいていますが、委託会社の判断に基づき分類したものが含まれる場合があります。

※上記の内容は、ご参考情報として運用会社からの情報を提供するものであり、アクサ生命は内容について一切の責任を負いません。
※資料中の運用実績に関するいかなる内容も過去の実績であり、将来の運用成果を示唆あるいは保証するものではありません。
※特別勘定資産は、投資信託を利用している部分の他に、保険契約の異動等に備える部分（現金等）を加えて構成されています。
   後者の部分については、 利用する投資信託の委託会社の裁量の範囲外となります。 8/16

4 金融 10.47

5 資本財・サービス 9.21
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新興国株式型

［ご参考　主な投資対象とする投資信託の運用実績・状況］

エマージング株式インデックス・ファンド　＜適格機関投資家限定＞
ステート・ストリート・グローバル・アドバイザーズ株式会社

■ 投資信託の特徴

■ 純資産総額 ■ 設定日 ■ 基準価額・ベンチマーク（BM）騰落率　表示桁数未満四捨五入

■ ベンチマーク

MSCIエマージング・マーケット・インデックス（円ベース）

■ 基準価額の推移

■ 株式組入上位10銘柄 銘柄数: 954 ■ 株式組入上位5カ国（%）

■ 株式組入上位5業種（%）

(2019年11月末現在)

マザーファンド受益証券への投資を通じて、中長期的にベンチマークの動きに連動した投資成果の獲得をめざして運用を行う
ことを基本とします。外貨建資産については、ベンチマークとの連動性を維持することを目的とする場合を除き、原則として為
替ヘッジを行いません。

54 億円 2009年11月30日 % 1ヶ月 3ヶ月 6ヶ月 1年 3年 設定来

基準価額 1.39 11.52 7.18 3.44 25.60 60.33

84.46

差異 △0.00 △0.33 △0.81 △1.29 △3.97 △24.13

BM 1.39 11.84 7.99 4.74 29.57

※基準価額の騰落率は、分配金（税引前）を再投資したものとして計算しています。また、実際の投資家利回りとは異なります。
※MSCIエマージング・マーケット・インデックスに関する著作権、知的財産権その他一切の権利は、MSCI Inc.に帰属します。

※設定日を10,000として指数化しています。（税引前分配金再投資）

銘柄 国名 業種 % 1 中国 32.62

台湾 11.25

2 TAIWAN SEMICONDUCTOR MANUFACTURING CO LTD 台湾 情報技術 4.05 3 韓国 11.13

1 ALIBABA GROUP HOLDINGS LTD 中国 一般消費財・サービス 5.52 2

インド 8.78

4 SAMSUNG ELECTRONICS CO LTD 韓国 情報技術 3.40 5 ブラジル 6.69

3 TENCENT HOLDINGS LTD 中国 コミュニケーション・サービス 4.03 4

5 CHINA CONSTRUCTION BANK CORP 中国 金融 1.33

6 PING AN INSURANCE (GROUP) COMPANY OF CHINA LTD 中国 金融 1.06

7 NASPERS LTD 南アフリカ 一般消費財・サービス 1.06

8 RELIANCE INDUSTRIES LTD インド エネルギー 1.03 1 金融 23.38

9 HOUSING DEVELOPMENT FINANCE CO LTD インド 金融 0.87 2 情報技術 14.57

10 INDUSTRIAL AND COMMERCIAL BANK OF CHINA LTD 中国 金融 0.78 3 一般消費財・サービス 13.71

※ 「株式組入上位10銘柄」「株式組入上位5ヵ国」「株式組入上位5業種」はマザーファンドの状況で、純資産総額を100％として計算した
    ものです。

※上記の内容は、ご参考情報として運用会社からの情報を提供するものであり、アクサ生命は内容について一切の責任を負いません。
※資料中の運用実績に関するいかなる内容も過去の実績であり、将来の運用成果を示唆あるいは保証するものではありません。
※特別勘定資産は、投資信託を利用している部分の他に、保険契約の異動等に備える部分（現金等）を加えて構成されています。
   後者の部分については、 利用する投資信託の委託会社の裁量の範囲外となります。 9/16

4 コミュニケーション・サービス 10.44

5 エネルギー 7.05
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世界債券プラス型

［ご参考　主な投資対象とする投資信託の運用実績・状況］

適格機関投資家私募 アライアンス・バーンスタイン・グローバル・ボンド・ファンド－３
アライアンス・バーンスタイン株式会社

■ 投資信託の特徴

■ 純資産総額 ■ 設定日 ■ 基準価額・ベンチマーク（BM）騰落率　表示桁数未満四捨五入

■ ベンチマーク

FTSE世界国債インデックス（円ベース）

■ 基準価額の推移

■ 債券組入上位銘柄 ■ 格付別構成比率(%)

■ ファンド情報 ■ 債券組入上位5カ国/地域(%) ■ 債券種別構成比率(%)

(2019年11月末現在)

マザーファンド受益証券への投資を通じて、主として世界各国の投資適格債（ＢＢＢ格以上）を投資対象に分散投資と投資対
象証券の相対的投資価値分析を基本として、信託財産の長期的な成長を図ることを目標に積極的な運用を行います。
実質組入外貨建資産については、原則として為替ヘッジは行いません。

50 億円 2009年1月8日 % 1ヶ月 3ヶ月 6ヶ月 1年 3年 設定来

基準価額 △ 0.12 0.75 2.77 2.81 6.19 48.27

47.90

差異 △ 0.26 0.03 △ 0.07 △ 1.43 △ 1.76 0.37

BM 0.14 0.72 2.84 4.24 7.94

※基準価額の騰落率は、分配金（税引前）を再投資したものとして計算しています。また、実際の投資家利回りとは異なります。
※FTSE世界国債インデックスに対する著作権等の知的財産その他一切の権利はFTSE Fixed Income LLCに帰属します。

※設定日を10,000として指数化しています。（税引前分配金再投資）

銘柄名 国名 クーポン（%） 償還日 Moody's S&P % ＡＡＡ 33.04

1 米国国債 アメリカ 2.500 2022/1/15 Aaa AA+ 7.94 ＡＡ 18.59

2 フィンランド国債 フィンランド 0.875 2025/9/15 Aa1 AA+ 4.33 Ａ 30.93

3 フランス国債 フランス 1.250 2034/5/25 Aa2 AA 3.97 ＢＢＢ 15.42

4 日本国債 日本 1.400 2034/9/20 A1 A+ 3.00 ＢＢ以下 0.05

5 日本国債 日本 0.100 2026/3/10 A1 A+ 2.61 現金等 1.97

6 日本国債 日本 0.000 2019/12/16 A1 A+ 2.53

81.25

平均クーポン（%） 2.03 2 日本 15.90 社債 16.77

平均格付 AA- 1 アメリカ 23.51 国債・政府機関債等

※格付は、ムーディーズ（Moody's）社またはスタンダード・アンド・プアーズ（S&P）社のうち、いずれか高いほうを採用しています。
※「債券組入上位銘柄」「債券組入上位5カ国/地域」「格付別構成比率」「債券種別構成比率」はマザーファンドの状況で、純資産総額を100％と
    して計算したものです。

※上記の内容は、ご参考情報として運用会社からの情報を提供するものであり、アクサ生命は内容について一切の責任を負いません。
※資料中の運用実績に関するいかなる内容も過去の実績であり、将来の運用成果を示唆あるいは保証するものではありません。
※特別勘定資産は、投資信託を利用している部分の他に、保険契約の異動等に備える部分（現金等）を加えて構成されています。
   後者の部分については、 利用する投資信託の委託会社の裁量の範囲外となります。 10/16

1.97

4 フランス 6.34

5 スペイン 5.39

平均利回り（%） 1.12 3 イタリア 8.22 現金等
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オーストラリア債券型

［ご参考　主な投資対象とする投資信託の運用実績・状況］

アライアンス・バーンスタイン・オーストラリア債券ファンド　（適格機関投資家専用）
アライアンス・バーンスタイン株式会社

■ 投資信託の特徴

■ 純資産総額 ■ 設定日 ■ 基準価額・ベンチマーク（BM）騰落率　表示桁数未満四捨五入

■ ベンチマーク

ブルームバーグ・オーストラリア国債インデックス（円換算）

■ 基準価額の推移

■ 債券組入上位銘柄 ■ 格付別構成比率(%)

■ ファンド情報 ■ 債券組入上位5カ国/地域(%) ■ 債券種別構成比率(%)

(2019年11月末現在)

マザーファンド受益証券への投資を通じて、主としてオーストラリア・ドル建の国債、州政府債、国際機関債および事業債など
の公社債に投資することにより、安定した収益の確保と信託財産の着実な成長をめざして運用を行います。実質組入外貨建
資産については、原則として為替ヘッジを行いません。

22 億円 2015年4月10日 % 1ヶ月 3ヶ月 6ヶ月 1年 3年 設定来

基準価額 △ 0.53 3.33 1.85 △ 0.56 3.86 △ 3.20

△ 2.33

差異 △ 0.65 0.35 0.01 △ 1.18 △ 1.48 △ 0.87

BM 0.11 2.98 1.85 0.61 5.35

※基準価額の騰落率は、分配金（税引前）を再投資したものとして計算しています。また、実際の投資家利回りとは異なります。
※ブルームバーグ・オーストラリア国債インデックスに関する知的財産権およびその他の一切の権利はブルームバーグ エル・ピーに帰属します。

※設定日を10,000として指数化しています。（税引前分配金再投資）

銘柄名 国名 クーポン 償還日 Moody's S&P % ＡＡＡ 80.60

（%） ＡＡ 15.75

1 オーストラリア国債 オーストラリア 3.750 2037/4/21 Aaa AAA 11.62 Ａ 1.68

2 オーストラリア国債 オーストラリア 3.250 2029/4/21 Aaa AAA 10.62 ＢＢＢ 1.38

3 オーストラリア国債 オーストラリア 2.750 2028/11/21 Aaa AAA 9.91 ＢＢ以下 0.00

4 オーストラリア国債 オーストラリア 4.250 2026/4/21 Aaa AAA 9.24 債券先物 0.00

5 オーストラリア国債 オーストラリア 5.500 2023/4/21 Aaa AAA 8.86 現金等 0.59

6 オーストラリア国債 オーストラリア 4.500 2033/4/21 Aaa AAA 8.84

81.55

平均クーポン（%） 3.68 2 アメリカ 4.22 社債等 17.86

平均格付 AA+ 1 オーストラリア 87.51 国債・政府機関債等

5 シンガポール 1.33

※格付は、ムーディーズ（Moody's）社またはスタンダード・アンド・プアーズ（S&P）社のうち、いずれか高いほうを採用しています。
※「債券組入上位銘柄」「債券組入上位5カ国/地域」「格付別構成比率」「債券種別構成比率」はマザーファンドの状況で、純資産総額を100％と
    して計算したものです。

※上記の内容は、ご参考情報として運用会社からの情報を提供するものであり、アクサ生命は内容について一切の責任を負いません。
※資料中の運用実績に関するいかなる内容も過去の実績であり、将来の運用成果を示唆あるいは保証するものではありません。
※特別勘定資産は、投資信託を利用している部分の他に、保険契約の異動等に備える部分（現金等）を加えて構成されています。
   後者の部分については、 利用する投資信託の委託会社の裁量の範囲外となります。 11/16
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金融市場型

［ご参考　主な投資対象とする投資信託の運用実績・状況］

アクサ ロ－ゼンバーグ・日本円マネー・プール・ファンド（B） 〈適格機関投資家私募〉
アクサ・インベストメント・マネージャーズ株式会社

■ 投資信託の特徴

■ 純資産総額 ■ 設定日 ■ 基準価額・ベンチマーク（BM）騰落率　表示桁数未満四捨五入

■ ベンチマーク

■ 基準価額の推移

■ 資産構成 ■ 格付別構成比率

公社債

国債

地方債

特殊債・財投債

金融債

社債等

その他

短期資産等

CD

CP

T-Bill
コールローン

その他

(2019年11月末現在)

マザーファンド受益証券への投資を通じて、実質的に、主として円建ての短期公社債や短期金融商品に投資し、安定し
た収益の確保をめざします。

9 億円 2000年12月21日 % 1ヶ月 3ヶ月 6ヶ月 1年 3年 設定来

基準価額 △0.03 △0.09 △0.06 △0.07 △0.22 2.13

※基準価額の騰落率は、分配金（税引前）を再投資したものとして計算しています。また、実際の投資家利回りとは異なります。

※設定日の前日を10,000として指数化しています。(税引前分配金再投資）

修正デュレーション % 公社債 短期資産等

△0.16 1.53

差異 △0.03 △0.08 △0.03 △0.01 △0.06 0.60

日本円無担保コールオーバーナイト物レートにより日々運
用したときに得られる投資収益を指数化したもの

BM △0.00 △0.01 △0.03 △0.05

1.44年 18.15 AAA 0.00 P-1 0.00

0.86年 83.09 格付区分 % 格付区分 %

1.04年 4.07 A 95.15 P-3 0.00

0.50年 8.56 AA 4.85 P-2 0.00

0.69年 52.32 BB以下（無格付含） 0.00

0.00年 0.00 BBB 0.00 無格付 0.00

0.00年 0.00

0.00年 16.91

0.00

0.00

0.00

19.21

△2.30

合計 0.71年 100.00

※上記の内容は、ご参考情報として運用会社からの情報を提供するものであり、アクサ生命は内容について一切の責任を負いません。
※資料中の運用実績に関するいかなる内容も過去の実績であり、将来の運用成果を示唆あるいは保証するものではありません。
※特別勘定資産は、投資信託を利用している部分の他に、保険契約の異動等に備える部分（現金等）を加えて構成されています。
   後者の部分については、 利用する投資信託の委託会社の裁量の範囲外となります。 12/16

※比率は、マザーファンド受益証券における純資産総額比となります。
※「T-Bill」には、残存期間が１年未満の国債を含みます。
※｢修正デュレーション｣とは、債券価格の弾力性を示す指標として用いられ金利の変化に対する債券価格の変動率を示します。

格付基準： ※海外格付機関の格付を優先します。
※コールローンは格付別構成比率には含めていません。
　（公社債の格付別構成比率と短期資産等の格付別構成比率の合計が100%になります。）
※海外格付機関の格付取得の無い発行体は、国内格付機関の格付けを採用します。
※T-Bill等国債同等の無格付短期資産においては短期格付をＰ-１格とします。
※T-Billに分類された１年未満の国債については公社債の格付別構成比率に含めています。



［ご参考　投資信託の運用実績・状況］

日本債券インデックス・ファンドＶＡ２＜適格機関投資家限定＞
ステート・ストリート・グローバル・アドバイザーズ株式会社

■ 投資信託の特徴

■ 純資産総額 ■ 設定日 ■ 基準価額・ベンチマーク（BM）騰落率　表示桁数未満四捨五入

■ ベンチマーク

NOMURA-BPI 総合指数

■ 基準価額の推移

■ 債券組入上位銘柄 ■ 債券種別構成比率(%)

■ ファンド情報

(2019年11月末現在)

マザーファンド受益証券への投資を通じて、実質的に日本の公社債等に投資を行い、ベンチマークに連動した投資成果をめ
ざします。

117 億円 2009年1月8日 % 1ヶ月 3ヶ月 6ヶ月 1年 3年 設定来

基準価額 △0.38 △1.87 0.08 2.28 1.37 18.21

23.44

差異 △0.05 △0.07 △0.18 △0.36 △1.08 △5.23

BM △0.33 △1.80 0.26 2.65 2.45

※基準価額の騰落率は、分配金（税引前）を再投資したものとして計算しています。また、実際の投資家利回りとは異なります。
※NOMURA-BPI総合は野村證券株式会社の知的財産です。野村證券株式会社は、当投資信託の運用成果等に関し、一切責任はありません。

※設定日の前日を10,000として指数化しています。（税引前分配金再投資）

銘柄名 クーポン（%） 償還日 % 国債 82.21

5.79

2 第９回利付国債 0.400 2056/3/20 1.20 政府保証債 3.01

1 第１３９回利付国債 0.100 2024/3/20 1.56 地方債

0.49

4 第１２９回利付国債 0.100 2021/9/20 1.08 事業債 6.24

3 第１３５回利付国債 0.100 2023/3/20 1.18 金融債

0.50

6 第１３７回利付国債 0.100 2023/9/20 0.97 MBS債 1.53

5 第１３６回利付国債 0.100 2023/6/20 1.06 円建外債

コール・その他 0.22

平均格付 AA

平均クーポン（%） 0.93

平均利回り（%） 0.01

※「債券組入上位銘柄」「債券種別構成比率」はマザーファンドの状況で、純資産総額を100％として計算したものです。
※資産担保証券（ABS）は事業債に含まれています。
※｢クーポン｣とは、債券の額面に対して毎年受け取れる利息の割合のことで表面利率を表します。

※上記の内容は、ご参考情報として運用会社からの情報を提供するものであり、アクサ生命は内容について一切の責任を負いません。
※資料中の運用実績に関するいかなる内容も過去の実績であり、将来の運用成果を示唆あるいは保証するものではありません。
※特別勘定資産は、投資信託を利用している部分の他に、保険契約の異動等に備える部分（現金等）を加えて構成されています。
   後者の部分については、 利用する投資信託の委託会社の裁量の範囲外となります。 13/16
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［ご参考　投資信託の運用実績・状況］

外国債券インデックス・ファンドＶＡ２＜適格機関投資家限定＞
ステート・ストリート・グローバル・アドバイザーズ株式会社

■ 投資信託の特徴

■ 純資産総額 ■ 設定日 ■ 基準価額・ベンチマーク（BM）騰落率　表示桁数未満四捨五入

■ ベンチマーク

FTSE世界国債インデックス（除く日本、ヘッジなし・円ベース）

■ 基準価額の推移

■ 債券組入上位銘柄 ■ 債券組入上位5カ国/地域(%)

■ ファンド情報

(2019年11月末現在)

マザーファンド受益証券への投資を通じて、実質的に日本を除く世界主要国の国債、政府機関債等に投資を行い、 ベンチ
マークに連動した投資成果をめざします。外貨建資産については、原則として為替ヘッジを行いません。

118 億円 2009年1月8日 % 1ヶ月 3ヶ月 6ヶ月 1年 3年 設定来

基準価額 0.03 1.42 3.60 3.80 8.13 49.32

57.33

差異 △0.03 △0.10 △0.22 △0.45 △1.49 △8.01

BM 0.06 1.52 3.82 4.25 9.62

※基準価額の騰落率は、分配金（税引前）を再投資したものとして計算しています。また、実際の投資家利回りとは異なります。
※FTSE世界国債インデックスに対する著作権等の知的財産その他一切の権利はFTSE Fixed Income LLCに帰属します。

※設定日の前日を10,000として指数化しています。（税引前分配金再投資）

銘柄名 通貨 クーポン（%） 償還日 % 1 アメリカ 48.31

1 アメリカ国債 米ドル 1.375 2021/1/31 0.91 2 フランス 9.75

3 イタリア 8.75

3 アメリカ国債 米ドル 1.125 2021/7/31 0.66 4

2 アメリカ国債 米ドル 1.125 2021/6/30 0.66

イギリス 6.35

4 アメリカ国債 米ドル 2.000 2020/11/30 0.63 5 ドイツ

6 アメリカ国債 米ドル 2.000 2024/5/31 0.56

6.20

5 アメリカ国債 米ドル 2.750 2023/11/15 0.58

※「債券組入上位銘柄」「債券組入上位5カ国/地域」はマザーファンドの状況で、純資産総額を100％として計算したものです。
※｢クーポン｣とは、債券の額面に対して毎年受け取れる利息の割合のことで表面利率を表します。

※上記の内容は、ご参考情報として運用会社からの情報を提供するものであり、アクサ生命は内容について一切の責任を負いません。
※資料中の運用実績に関するいかなる内容も過去の実績であり、将来の運用成果を示唆あるいは保証するものではありません。
※特別勘定資産は、投資信託を利用している部分の他に、保険契約の異動等に備える部分（現金等）を加えて構成されています。
   後者の部分については、 利用する投資信託の委託会社の裁量の範囲外となります。 14/16
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当保険商品のリスク・諸費用①

投資リスクについて

諸費用について

下記の期間中は、保険関係費・運用関係費・解約控除・積立金移転費用をご負担いただきます。
ユニット・リンク保険(有期型)　：　特別勘定における資産運用期間中

ユニット・リンク介護保険(終身移行型)　：　第１保険期間中

＜保険料払込時および保険期間中にかかる費用＞
以下の各費用の合計額をご負担いただきます。

保険関係費

保険関係費とは、お払込みいただいた保険料もしくは積立金から控除される諸費用です。

保険関係費の細目は下表のとおりです。

※ 保険関係費（上表(1)～(5)）の総額は、被保険者の年齢、性別などにより異なるため、具体的な金額や上限額を表示することができません。

※ 契約日が2013年10月2日以降の年払保険料は分割し、月払保険料として毎月特別勘定に繰り入れます。

※ 契約条件に関する特約（08）を付加し、特別保険料の付加の条件が適用された場合は、特別保険料をご負担いただきます（特別勘定への繰入の際

に保険料から控除します。）。

特別保険料は特別勘定では運用いたしません。特別保険料は契約条件・特別条件承諾書でご確認ください。

●この保険は積立金額、払いもどし金額および満期保険金額などが特別勘定資産の運用実績に応じて
   変動（増減）するしくみの変額保険です。
●特別勘定資産の運用には、資産配分リスク、株価変動リスク、金利変動リスク、信用リスク、カントリー・
   リスク、流動性リスク、為替リスク、派生商品取引のリスクなどがあります。これらのリスクはご契約者に
   帰属し、ご契約者が損失を被ることがあります。
●ご契約を解約した場合の払いもどし金額や満期保険金額などが払込保険料総額を下回る場合があり
   ます。（払いもどし金額および満期保険金額に最低保証はありません。）
●特別勘定における資産運用の結果がご契約者の期待どおりでなかった場合でも、当社または第三者が
   ご契約者に何らかの補償・補填をすることはありません。

保険関係費の細目 取扱内容

(1)保険契約の締結・維持
    および保険料の収納
    に必要な費用

特別勘定への繰入の際に保険料から控除します。

(5)保険料払込免除に
    関する費用

保険料に対して0.1%～0.2%(保険料払込期間に応じます。)を乗じた金額を、特別勘定への繰入れの際に
保険料から控除します。
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(2)特別勘定の管理に
    必要な費用

*契約日が2017年4月1日以前のご契約者様

積立金額に対して年率0.50%(0.50%／365日)を乗
じた金額を、毎日、積立金から控除します。

*契約日が2017年5月1日以降のご契約者様

積立金額に対して年率0.50%(0.50%／365日)を乗じた
金額を、毎日、積立金から控除します。
また、積立金額に対して年率0.25%(0.25%／12ヵ月)を
乗じた金額を、月単位の契約応当日始に積立金から
控除します。

(3)基本保険金額保証に
   関する費用

(4)死亡保障などに必要
    な費用（危険保険料）

月単位の契約応当日始に積立金から控除します。



当保険商品のリスク・諸費用②

運用関係費

※ 運用関係費は、主に利用する投資信託の消費税等を含む総額の信託報酬率を記載しています。

信託報酬のほか、信託事務の諸費用など、有価証券の売買委託手数料および消費税などの税金などの諸費用がかかりますが、これらの諸費用は

運用資産額や取引量などによって変動するため、費用の発生前に具体的な金額や計算方法を記載することが困難であり、表示することができません。

また、各特別勘定がその保有資産から負担するため、基準価額に反映することとなります。

したがって、お客さまはこれらの諸費用を間接的に負担することとなります。

※ 運用関係費は、特別勘定の廃止もしくは統合・運用協力会社の変更・運用資産額の変動などの理由により、将来変更される可能性があります。

＊1 「安定成長バランス型」および「積極運用バランス型」の運用関係費は、主な投資対象である投資信託の信託報酬率を基本資産配分比率で

加重平均した概算値です。各投資信託の信託報酬率はそれぞれ異なりますので、各投資信託の価格の変動などに伴う実際の配分比率の変動により、

運用関係費も若干変動します。

＊2 「世界株式プラス型」で利用する投資信託は、他の投資信託証券を実質的な投資対象としており、投資対象における所定の信託報酬を含めて

ご契約者が実質的に負担する運用関係費の概算を表示しておりますが、投資対象の実質組入比率は運用状況に応じて変動するため、ご契約者が

実質的に負担する実際の運用関係費の率および上限額は事前に表示することができません。

＊3 「金融市場型」の運用関係費は、各月の前月最終５営業日における無担保コールオーバーナイト物レートの平均値に応じて毎月見直されます。

＜解約・減額時にかかる費用＞
解約控除

※ 解約控除額は保険料払込年月数＊、契約年齢、保険期間などによって異なり、具体的な金額を表示することができません。

※ 保険料払込年月数＊が１０年未満の場合、基本保険金額の減額などにも解約控除がかかります。

※ 早期に解約された場合は解約控除額が大きくなり、払いもどし金がまったくない場合もあります。

＊ 契約日が2013年10月2日以降の年払の場合は、月払保険料として特別勘定に繰り入れた年月数

＜積立金の移転に関わる費用＞

※ 積立金移転時は、その際必要となる移転費用の2倍相当額以上の積立金残高が必要です。積立金移転費用は将来変更される可能性が

あります。

＜年金払特約（０６）、年金払移行特約による年金支払期間中にかかる費用＞

＊ 記載の費用は上限です。年金管理費は、将来変更される可能性があります。

年金
管理費

年金のお支払いや管理などに必
要な費用 年金額に対して１．０％＊ 年単位の契約応当日に責任準備金から

控除します。
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積立金
移転費用

積立金の
移転時

【書面による移転申込みの場合】
月１回の移転は無料
２回目からは１回につき２，３００円 １ヵ月に２回以上積立金の移転を行なう場合、

２回目からの移転について積立金から控除します。【インターネットによる移転申込みの場合】
月１回の移転は無料
２回目からは１回につき８００円

項目 費用 ご負担いただく時期

解約控除
解約日または減額日における保険料払込年月数＊が１０年未満の場合に、

基本保険金額に対し保険料払込年月数＊により計算した額

解約日または減額日の
積立金額から控除します。

項目 時期 費用 備考

オーストラリア債券型 年率 ０．３４１００％程度

金融市場型 年率 ０．０３５７５％～０．５０６００％程度＊3

項目 費用 ご負担いただく時期

世界株式プラス型
年率 ０．８０３００％程度
実質年率０．８１０００％程度＊2

新興国株式型 年率 ０．５５０００％程度

世界債券プラス型 年率 ０．５７２００％程度

日本株式型 年率 ０．１３２００％程度

日本株式プラス型 年率 ０．９０２００％程度

外国株式プラス型 年率 ０．５５０００％程度

項目 費用(投資信託の純資産に対して) ご負担いただく時期

運用関係費

安定成長バランス型 年率 ０．５１８１０％程度＊1

特別勘定にて利用する
投資信託において、毎日、
投資信託の純資産額から
控除します。

積極運用バランス型 年率 ０．５６９８０％程度＊1


